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1 ここに述べる見解は筆者個人のものであって、米国国際貿易委員会やそれに属する個別の委員会の見解
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 パスカル・ラミー世界貿易機関（WTO）事務局長は、近年、次のように述べ

ている。「従来の貿易統計は輸出入総額を重視しており、そのため二国間貿易不

均衡の実態を歪めている」。さらに、世界経済のマクロ的不均衡は、従来統計の

二国間貿易赤字に着目しても是正されないという事実が、国際貿易を「付加価

値」で見ることによって明らかになるとしている 2。貿易における付加価値と国

際価値連鎖に関する一連の研究により、国際貿易の「連結性」に関して明確な

見取り図が提供されるようになった。この連結性と、その形成や阻止における

政策の役割、そして、それが応用政策分析による通商政策立案への助言にどう

影響するのかを明らかにすることが本講演のテーマである。本講演では、米中

間の貿易不均衡を再検討するため、国際価値連鎖に関するデータを実証的に用

いて行った最近の研究をもとに、当該データの重要性を示すとともに、地域包

括的経済連携（RCEP）および環太平洋パートナーシップ協定（TPP）などの政

策イニシアティブに対する研究含意を解説する。 
 

 米国では、長期にわたる経常収支の赤字、特に対中貿易赤字に政治やメディ

アが大きな関心を払ってきた。米国国際貿易委員会（USITC）は、中国が 2000

年代初めにWTOに加盟した直後から、対中貿易赤字の拡大に関して政府から委

託調査を受けるようになった 3。われわれはまず、図1に見られるようなデータ、

すなわち中国とその他の国からの輸入増加を示す金額ベースのデータを収集し

た。言うまでもなく、研究を立ち上げた当時、2008 年の世界経済危機はまだ先

の話であり、2001 年の景気後退時を除けば輸入は増加の一途をたどっていた。

次にUSITCは、図 2 にあるように、米国の輸入に占めるアジア諸国および北米

自由貿易協定（NAFTA）加盟国によるシェアを算出した。その結果、アジア地

域で何か重大な事態が進行していることが明らかになり、その核心は同地域に

おけるサプライチェーンの再編、そして、サプライチェーンにおける最終組立

                                                   
2 WTO と日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所による共同研究書『東アジアの貿易構造と国際

価値連鎖』出版記念セミナーでの開会挨拶（2011 年 6 月 6 日）。

http://www.wto.org/english/news_e/news11_e/miwi_06jun11_e.htm  
3 USITC は連邦政府の独立機関である。大統領府や連邦議会に属さず、政策立案は行わない。独自の公平

な情報や分析を大統領や（米国通商代表部（USTR）をとおして）連邦議会（主に上院財政委員会と下院

歳入委員会）などに提供する。こうした分離と制度設計に加え、バランスのとれた政治的関与によって

USITC の独立性と客観性が保たれている。 



て地点としての中国の台頭と関係していることがわかった。とはいえ当時は、

収集した貿易データをもとにそうした関連性を明示する方法がなかった。 
 

図 1 アジア諸国／NAFTA 加盟国からの米国の輸入額（1989~2009 年） 

図 2 アジア諸国／NAFTA 加盟国からの米国の輸入シェアの推移 
（1989~2009 年） 



 保護主義的なグループは図 1のようなデータをもとに中国をやり玉に挙げて、

同国が特に対米輸出を増やすために自国の通貨価値を人為的に低く抑えている

と論じた。他のアジア諸国の対米輸出も増え続けているので、中国の輸出は、

他のアジア諸国の輸出に取って代わったというより、本質的には米国の国内生

産を圧迫するものである、という見解が示された。さらに彼らは、人民元が安

すぎるために中国製品は安価であり、そのため中国からの輸入品に対する米国

内の需要を刺激し、経常赤字を膨らませていると指摘した 4。こうした主張に、

より適切に対処すべく、われわれは図 3 に示したようなデータを作成した。図 3

は、マクロ要因（特に、全般に低水準で安定的な失業率の推移に見られるよう

に米国経済が比較的堅調であり、他の先進国に比べれば好調であることに加え、

                                                   
4 輸入価格測定の影響と輸入価格が生産性の算定に及ぼす潜在的影響については興味深い議論がある。

Mandel and Carew (2011)と Houseman, et al. (2011)を参照。 

図 3 米国の経常赤字、失業率、人民元・ドル為替レート 

http://www.wiod.org/database/
http://www.oecd.org/industry/ind/measuringtradeinvalue-addedanoecd-wtojointinitiative.htm
http://www.oecd.org/industry/ind/measuringtradeinvalue-addedanoecd-wtojointinitiative.htm
https://www.gtap.agecon.purdue.edu/events/Board_Meetings/2012/documents/Wang_IO.pdf
https://www.gtap.agecon.purdue.edu/events/Board_Meetings/2012/documents/Wang_IO.pdf


貯蓄率が低いこと）が貿易赤字拡大の主因であることを示している。このよう

に、さまざまな形でデータを示したが、他のアジア諸国の状況を中国の輸出と

関連づける「決定的な証拠」を見出すことはできなかった。NAFTAの貿易フロ

ーについても同様の見解や懸念が表明されている。政府に対してこうした情報

提供に努めるとともに、国際貿易フローで生じている事態についてさらに理解

を深める必要もあり、われわれはその後、付加価値貿易に関する徹底した研究

を押し進めた 5。ごく最近も独自の研究に取り組み、欧州委員会（EC）の「世

界産業連関データベース（WIOD）」、WTOと経済協力開発機構（OECD）によ

る付加価値データベース、「国際貿易分析プロジェクト（GTAP）」データベース

などを用いて貿易測定に対する新たなアプローチを模索し、これが、通商政策

に対する従来の応用分析手法の知見にどう影響するかを見きわめようと努め

た 6。 
 

 近々発表する論文では 7、従来の 2 つの実証モデル（貿易統計ベースの計算可

能一般均衡［CGE］モデルと計量経済モデルによる為替レートの価格転嫁推定）

に上記の新データベースを用いれば、従来の課題に対して新たな知見が生じ、

政策立案への支援目的で作成された実証的情報の改善につながる可能性もある

と考えた。まず、GTAPのデータベースと、USITCが行った国際価値連鎖の調

査研究に基づく情報を従来の貿易データの代わりに用い、標準的なCGEモデル

の新バージョンを作成して以下の 2つのシナリオの影響を検討した。すなわち、

人民元の低い対ドル為替レートを相殺するため、中国からの輸入品に米国が関

税をかけるというシナリオと、米国の関税と同程度まで人民元を切り上げると

いうシナリオである。次に、この国際価値連鎖をベースとしたモデルによる分

析結果と従来の貿易データベースのモデルによる結果を比較したところ、国際

価値連鎖ベースのモデルでは従来型と大きな差異が見られ、国際価値連鎖とサ

                                                   
5 Koopman, Wang and Wei(2012a,b), De La Cruz Koopman, Wang and Wei(2013), Koopman, Powers, 
Wang, Wei(2010)の論文はこうした研究から生まれた。 
6 EC の助成を受けた WIOD については http://www.wiod.org/database/ 、WTO と OECD のデータベー

スについては http://www.oecd.org/industry/ind/measuringtradeinvalue-addedanoecd-wtojointinitiative.
htm 、GTAP データベースに基づく価値連鎖の概要については https://www.gtap.agecon.purdue.edu/eve
nts/Board_Meetings/2012/documents/Wang_IO.pdf を参照。 
7 Koopman, Tsigas, Riker and Powers（近日発表） 



プライチェーンが世界経済でいかに作用し、それが米国内および国際的に、い

かに予想外の意図せぬ効果をもたらしかねないかが明らかになった。第 2 の応

用研究として、WIODに基づく付加価値貿易データベースを用いて為替レート

と価格変動の転嫁を実証的に推定し、同様のデータを付加価値貿易ではなく貿

易総額ベースで推定した結果と比較した。為替レートやその他の世界的な価格

変動が、米国の国内価格に完全に転嫁されるわけではない理由に関して長年の

疑問を検討した文献は多岐にわたるが、われわれの研究により 2 つの推定には

実質的に差があることが明らかとなった。すなわち、付加価値ベースの推定の

ほうがそうでない推定より、統計的にあてはまりが良く、直観的にも説得力の

ある結果を示している。 
 

 価値連鎖の現状と影響を理解することは、アジア太平洋地域における貿易・

通商の動向を理解するうえで不可欠である。現在、環太平洋パートナーシップ

協定（TPP）や地域包括的経済連携（RCEP）は、この地域の主要な貿易イニシ

アティブの 1 つである。TPP は、広範な通商政策カテゴリーにわたる「深い」

合意を目指すものとみなされており、交渉範囲は関税に限らず知的財産権、投

資、規制の一貫性などの国内措置にまで及ぶ。Baldwin の研究および WTO／ジ

ェトロ・アジア経済研究所の共同研究によれば、高レベルな改革と協定合意が

実施されると国際生産ネットワークが発展するという考え方には、概念的にも

経験的にも確かな裏付けがあるように思われる。加えて、WTO とアジア経済研

究所の研究は、さまざまな貿易協定が貿易フローや貿易拡大に及ぼす影響を検

討するための実証的裏付けを提供するうえで、国際価値連鎖に関するデータが

いかに重要であるかを如実に示している。 
 

 TPPやRCEPなど貿易協定の潜在的影響を分析する試みとしては、Petri et al 

(2011)、Kawasaki (2010 ; 2011)、Todo (2013)などがある。こうした研究の多く

は経済統合の深化や、貿易協定の進展に影響を及ぼすと思われる要因の一部を

とらえようとしている。しかしながら、いずれも国際価値連鎖理論や国際価値

連鎖データに明示的な言及をしていない。Koopman et al.（近日発表）が明ら

かにした通り、応用政策分析では国際価値連鎖のデータとその構造が重要であ



り、TPP や RCEP の影響を国際価値連鎖の観点から分析した場合、非常に興味

深い結果が得られると考えられる。政策立案者に情報を提供するとき、経済へ

の総体的影響が重視される一方で、応用一般均衡分析（AGE）では、産業によ

って影響の構造がまったく異なることが示されるため、産業レベルで政治的な

トレードオフの議論が生じる可能性も考慮する必要がある。 
 

 Todo、Petri、Kawasaki は、アジア太平洋地域における地域貿易協定の拡大

が GDP 成長率、経済的厚生、貿易に及ぼす影響を分析しており、その影響の大

きさを予想している。Todo は TPP がイノベーションを促すことで経済成長にプ

ラス効果をもたらすと述べている。一方、Petri と Kawasaki は、非関税措置

（NTM）などの削減による国内改革の重要性を強調している。Kawasaki は日

本における産業別トレードオフの問題にまで明確に言及している。Koopman et 

al や WTO／アジア経済研究所の共同研究から明らかなとおり、十分な情報のも

とで有効な政策を立案する環境を生み出すには、国際貿易における国際価値連

鎖の役割を正確に理解し、測定することが不可欠である。経済学者が政策立案

に対して高質かつ正確な研究知見を提供するには、現在の応用理論やデータ、

分析ツールなどを、世界経済の変化に絶えず対応させていかなければならない

のである。 
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